
 

 

 

 

 

 

旧旭小学校跡地利活用事業基本協定書 

案 



旧旭小学校跡地利活用事業(以下「本事業」という。)に関して、都留市 (以下「甲」

という。)と (以下「乙」という。)との間で、以下のと

おり基本協定(以下「本協定」という。)を締結する。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 本協定は、本事業に関して、乙が公募型プロポーザル方式により優先交渉権者として

選定されたことを確認し、甲と乙との間で別途締結する定期建物賃貸借契約について必

要な事項を定めるとともに、甲と乙が円滑に事業を実施するために必要な双方の協力及

び諸手続きについて定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 本協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（１）募集要項 本事業の実施に関して、甲が令和 年 月 日に公表した「旧旭小学

校跡地利活用事業事業者募集要項」をいう。 

（２）応募書類 乙が甲に対して提出した「旧旭小学校跡地利活用事業事業者応募書

類」をいう。 

（３）委員会 都留市プロポーザル審査委員会条例に基づき設置された職員等で構成さ

れる組織「審査委員会」をいう。 

（４）本件定期建物賃貸借契約 甲を貸主、乙を借主として締結する「定期建物賃貸

借契約」をいう。 

（当事者の義務） 

第３条 甲と乙は本件定期建物賃貸借契約の締結に向けて、それぞれ誠実に対応するものと

する。 

２ 乙は、本事業の遂行、本件定期建物賃貸借契約の締結のための協議において、募集要項、

これに対する質疑回答及び応募書類の内容を遵守し、並びに委員会の意見、指摘事項及び

甲の要望事項を尊重するものとする。ただし、甲が変更を認め、指示をした場合を除く。 

（準備行為） 

第４条 乙は、本件定期建物賃貸借契約前であっても、自らの責任において、本事業の実施に

関して必要な準備作業を行うことができるものとし、甲は必要かつ可能な範囲で、乙に対

して協力するものとする。 

２ 甲及び乙のいずれの責にも帰すべき事由によらず、本件定期建物賃貸借契約の締結に至

らなかったときは、甲乙間で別途書面による合意がある場合を除き、甲と乙が本事業の準備

に関して既に支出した費用などについては各自が負担するものとし、かかる準備行為に

要した費用に関連し、甲乙間での費用の請求、精算、その他相互に債権債務の関係は一切

生じないものとする。 



（守秘義務） 

第５条 甲及び乙は、本事業に関して知り得た相手方の業務上の秘密事項を、相手方の事前の

書面による承諾なしに、第三者に開示し、又は漏えいしてはならないものとする。ただし、

甲が都留市情報公開条例（平成１２年７月１日条例第38号）その他の法令に基づき開示する

場合は、この限りではない。 

（本協定の有効期間） 

第６条 本協定の有効期間は、本協定が締結された日を始期とし、本件定期建物賃貸借契約の

履行が終了した日を終期とする。ただし、本件定期建物賃貸借契約が締結に至らないことが

確定した場合には、その時点で本協定の効力は失われるものとする。 

（本協定の変更） 

第７条 本協定の規定は、甲及び乙の書面による合意によらなければ変更することはできな

いものとする。 

（本協定の解除） 

第８条 甲及び乙のいずれか一方が本協定に違反し、その是正に応じなかった場合、その相手

方は本協定に違反した者に対し書面により通知をすることで本協定を解除することがで

き、本協定に違反した者がその相手方に損害を与えたときは、直ちに合理的な範囲において

賠償を請求することができるものとする。ただし、本協定締結以前に行った行為に係る費

用は除くものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙が以下のいずれかに該当するとき、甲は、本協定を解除すこ

とができるものとする。 

（１）資格を偽るなど不正な行為により本協定を締結したとき 

（２）事業者が破産手続開始、民事再生手続開始、特別清算開始、会社更生手続開始若し

くはこれに類する法的倒産処理手続の申立てを受け、又はこれを自ら申し立てたとき 

（３）事業の全部又は重要な一部の営業譲渡の決議がされたとき、強制執行の申立て、競

売申立て、仮処分の申立てを受けたとき 

３ 甲及び乙はいずれか一方が次の各号の一に該当していると認められるときは、第１項の

規定にかかわらず、何らの催促を要せず、本協定を解除することができるものとする。 

（１）役員又はその支店若しくは常時売買契約を締結する事務所の代表者（以下「役員

等」という。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下「暴力団員」という。）

であると認められるとき。 

（２）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定す

る暴力団をいう。以下「暴力団」という。）又は暴力団員が経営に実質的に関与してい

ると認められるとき。 

（３）役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 



（４）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認め

られるとき。 

（５）役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られるとき。 

（６）本件定期建物賃貸借契約の対象となる物件を暴力団若しくは法律の規定により公

の秩序を害するおそれのある団体等であることが指定されている者の事務所又はこれ

に類する施設の用に供したとき。 

（７）本協定に違反し、その違反により、本協定の目的を達成することができないと認め

られたとき。 

４ 甲及び乙は、第２項及び前項の規定により本協定を解除した場合は、これにより相手方に

生じた損害について、何ら賠償又は補償することは要しない。 

(乙の協定上の地位) 

第９条 甲の書面による事前の承諾がある場合を除き、乙は本協定上の地位及び権利義務を

譲渡、担保提供、その他の方法により処分できないものとする。 

 

第２章 本事業の実施 

(事業の実施) 

第１０条 乙は、令和〇年〇月〇〇日に提出した応募書類に基づいて、本事業を実施するもの

とするが、その骨子は旧旭小学校跡地を利活用し、地域コミュニティの活性化や、賑わいの

創出、地域振興につなげることを目的とするものとする。 

２ 乙は、本事業の実施後、甲の要請があったときには、本事業の実施の状況に関し、甲に報

告するものとする。 

３ 甲及び乙は、事業の実施を通して、地域の住民や団体との良好な関係構築を保つため、誠実

な対応に努めるものとする。 

(事業内容の変更) 

第１１条 乙は、応募書類に基づいた事業内容を変更しようとするときは、あらかじめ書面に

より甲と協議し、甲の承諾を得なければならない。 

２ 甲は、必要があると認める場合、乙に対して合理的範囲で事業内容の変更を要求することが

できるものとする。乙は当該変更要求を受けた場合は、速やかにその内容を検討し、甲に対

し検討結果を通知しなければならない。乙は甲からの変更要求の内容に疑義がある場合

には、甲に対して協議を申し入れることができるものとする。 

(応募書類等の著作権) 

第１２条 応募書類及び設計図書（以下「応募書類等」という。）の著作権は、乙に帰属す

る。ただし、甲は、公表、展示、その他本事業に関し、甲が必要と認める用途に用いる場

合、乙の応募書類等の一部又は全部を将来にわたって無償で使用できるものとする。 



２ 乙の提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権、その他日本国の法令に基

づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、工事材料、施工方法等を使

用した結果生じる責任は、乙が負うものとする。 

(本件定期建物賃貸借契約の締結) 

第１３条 甲と乙は、本協定締結後、令和〇年〇月(別段の合意がある場合を除く。)を目途に、

募集要項等において甲が提示した条件及び応募書類の内容に基づき、本件定期建物賃貸借契

約を締結するものとする。 

２ 定期建物賃貸借契約の契約期間は、１０年間とする。 

（災害時応援協定等の締結） 

第１４条 乙は、災害時における指定緊急避難場所及び指定避難所としての使用に関する協

定を別途甲と締結するものとする。 

２ 乙は、武力攻撃事態等や緊急対処事態の場合、本件定期建物賃貸借契約施設を使用するこ

とを認め、甲に協力するものとする。 

（不可抗力又は法令変更に対する措置) 

第１５条 甲及び乙は、天災地変等の不可抗力若しくは法令変更等により本協定に基づく義

務の全部又は一部の履行ができなくなったときは、その内容の詳細を記載した書面をも

って直ちに相手方に通知しなければならない。この場合において、通知を行った者は、通

知を発した日以降、本協定に基づく履行期日における履行義務の全部又は一部を免れる

ものとする。ただし、各当事者は法令変更若しくは不可抗力により相手方に発生する損害を

最小限にするよう努力しなければならない。 

２ 甲及び乙は、前項に定める通知を発した日以降、直ちに本事業の継続の可否について協議

するものとし、本事業の継続に関して追加費用の発生が予想される場合にあっては、乙が当

該追加費用の額を最小限とするような対策を検討し、その対策の合理性について甲と協

議しなければならない。 

 

第３章 その他 

（表明保証） 

第１６条 乙は、募集要項第４参加資格要件を本協定締結時において、全て満たしているこ

とを表明し保証する。 

(許認可の取得等) 

第１７条 乙が本協定に基づく義務を履行するために必要となる一切の許認可は、乙の責任

により取得するものとする。また、乙が本協定に基づく義務を履行するために必要となる一

切の届出は、乙がその責任において作成し、提出するものとする。ただし、甲が許認可の

取得又は届出をする必要がある場合には、甲が必要な措置を講ずるものとし、当該措置に

ついて乙の協力を求めた場合には、乙はこれに応じるものとする。 

２ 甲は、乙による許認可の取得について、乙が甲に対して書面により要請した場合、法令の

範囲内において必要に応じて協力するものとする。 

 (準拠法及び管轄裁判所) 

第１８条 本協定は、日本国の法令に準拠するものとする。 



２ 本協定に関する訴訟は、甲の事務所の所在地を管轄する甲府地方裁判所を第一審の管轄

裁判所とする。 

(疑義の決定) 

第１９条 本協定に定めのない事項又は本協定に関し疑義を生じた事項については、甲と乙

が協議して定めるものとする。 

 

以上を証するため、本書を２通作成し、甲及び乙がそれぞれ記名押印の上、各１通を保有

する。 

 

令和 年 月 日 

 

 

 

甲 山梨県都留市上谷一丁目１番１号 

 

都留市長 堀内 富久 

 

 

 

 

乙 


